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①観光地の販路拡大・マーケティング強化,②観光産業の収益・生産性向上 編
No. 大項目 中項目 小項目 質問 回答

1

事業全体 ②観光産業の収益・生産性向上 応募条件 グランピングや民泊を経営する事業者は計画申請することが可能か。

グランピング施設については、旅館業法上の営業許可を得ている施設であれば、対象となる可能性がある。別
途、要件があるので、詳細は公募要領を確認すること。
また、民泊については旅館業法の許認可に該当しないため、補助条件を満たし得ません。詳細は観光庁ホーム
ページを確認すること。

2

事業全体 ②観光産業の収益・生産性向上 応募条件
「宿泊業の高付加価値化のための経営ガイドラインに基づく登録制
度」とは何か。

経営力・収益力の向上を目指す全ての宿泊事業者を対象に、宿泊事業者が宿泊施設の高付加価値化に向
けた経営を行っていく上での指針として、観光庁が具体的な取組事項やその目的、経営上のメリット等について分
かりやすく示すために作成したガイドラインである。詳細は観光庁ホームページをご確認すること。問い合わせ、申請
にあたっては宿泊施設の所在地を所管する地方運輸局等まで連絡すること。

3

事業全体 ②観光産業の収益・生産性向上 応募条件

「宿泊業の高付加価値化のための経営ガイドラインに基づく登録制
度」における「高付加価値経営旅館等」または「準高付加価値経営
旅館等」への登録は、計画申請時点で登録が完了している必要があ
るか。

計画申請時点では「宿泊業の高付加価値化のための経営ガイドラインに基づく登録制度」への登録までは必須
ではないが、計画申請時点で登録申請をしていることと、事業完了後の完了実績報告時までに登録済みである
ことが必要である。

4

事業全体 ②観光産業の収益・生産性向上 応募条件
宿泊施設の所有者と実質的な営業者が異なる場合、宿泊施設の所
有者と実質的な営業者のどちらから申請すればよいか。

宿泊事業者でない者も、当該宿泊施設を所有又は運営する宿泊事業者と運営委託関係又は賃貸借関係等
にある場合に限って、補助対象事業者となることが可能である。原則として、補助対象事業者（＝申請主体）
は、以下の条件を満たす必要がある。
・本事業に要する経費を負担し、本事業によって取得する設備等の資産を保有・管理すること
またその場合、申請にあたって両者の関係を示す証跡（賃貸借契約書、運営委託契約書等）が必要となるの
で留意すること。個別に事情がある場合は事務局に問い合わせること。

5

計画申請 ②観光産業の収益・生産性向上 審査基準 事業計画の選定方法・選定基準はどのようなものか。

観光庁及び事務局にて事業計画を審査のうえ採択事業者を決定する。選定にあたっては、申請要件を満たして
いるかを確認した上で、審査を行う。「高付加価値経営旅館等」に登録されている場合は優先し、採択する。ま
た、補助事業の実施にあたって同一地域の事業者間での連携が図られている場合も優先して採択する。詳細は
公募要領を確認すること。

6

計画申請
①観光地の販路拡大・マーケティング強化
②観光産業の収益・生産性向上

補助対象経費
汎用性が高く、一般使用が見込まれる物品の購入費用は補助対象
になるか。

テレビ、事務用のパソコン、ディスプレイ、プリンタ、文書作成ソフトウェア、タブレット端末、スマートフォン及びデジタ
ル複合機、Wi-Fi機器等、汎用性が高く、一般使用が見込まれる物品単体の購入は補助対象外となる。ただ
し、本事業で導入する他のシステム及び設備等の利用にあたって必要不可欠とされる場合は、補助対象経費と
して認められる。
なお、事業完了後の検査によって目的外使用等が判明した場合、公募要領に記載のとおり、申請を無効とし、
採択の取消や交付済み補助金の全額返還等の処分を受ける可能性があるので、導入目的に沿って適切に使
用・管理すること。

7

計画申請
①観光地の販路拡大・マーケティング強化
②観光産業の収益・生産性向上

補助対象経費
Wi-Fi機器を含むネットワーク環境の整備に伴う機器の購入費は補助
対象になるか。

Wi-Fi機器を含むネットワーク環境は汎用性が高く、一般使用が見込まれる物品に該当するため、単体の購入は
補助対象外である。ただし、本事業で導入する他のシステム及び設備等の利用にあたって必要不可欠とされる場
合は、補助対象経費として認められる。
なお、事業完了後の検査によって目的外使用等が判明した場合、公募要領に記載のとおり、申請を無効とし、
採択の取消や交付済み補助金の全額返還等の処分を受ける可能性があるので、導入目的に沿って適切に使
用・管理すること。

8
計画申請

①観光地の販路拡大・マーケティング強化
②観光産業の収益・生産性向上

補助対象経費
月額・年額で支払うシステムの使用料や設備のレンタル料等のランニン
グコストも補助対象経費となるか。

月額・年額で使用料金が定められている形態の製品（ハードウェアのレンタル・リース料、ソフトウェアのサブスクリプ
ション販売形式、クラウドサービスの利用料等）は、最大2年分の費用が補助対象となる。ただし、前払いが可能
で、完了実績報告時までに支払いが完了するものに限る。

9
計画申請

①観光地の販路拡大・マーケティング強化
②観光産業の収益・生産性向上

補助対象経費
補助対象経費に記載の「サブスクリプション販売形式等」とはどのような
ものか。

月額・年額で使用料金が定められている形態の製品（ハードウェアのレンタル・リース料、ソフトウェアのサブスクリプ
ション販売形式、クラウドサービスの利用料等）は、最大2年分の費用が補助対象となる。ただし、前払いが可能
で、実績報告時までに支払いが完了するものに限る。

10
計画申請

①観光地の販路拡大・マーケティング強化
②観光産業の収益・生産性向上

補助対象経費 中古品の購入は補助対象になるか。 中古品の購入費用は補助対象外である。


